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がん放射線療法看護認定看護師の在籍する医療機関に 
おける放射線皮膚炎の発生およびケアに関する実態調査

A cross-sectional survey on frequency of radiation dermatitis and 
activities of nursing care for radiation dermatitis by certified nurse  
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要旨：放射線皮膚炎（以下、皮膚炎）は放射線治療による有害事象の一つである。本研究の目的は、がん放射
線療法看護認定看護師（以下、CN）の在籍する施設における皮膚炎の発生頻度や、CNによる皮膚炎ケ
アの現状と課題を明らかにすることである。223施設の CNを対象に質問紙調査を実施し、在籍する施
設における皮膚炎の発生頻度や、皮膚炎ケアについて尋ねた。有効回答 106部。皮膚炎の発生頻度は照
射部位によって異なっており、頭頸部ではグレード 2以上の皮膚炎の発生頻度が 50%以上であると回答
した施設が 29%に上った。また、放射線治療中の照射部位の観察状況は、皮膚炎発生前 98%、皮膚炎発
生時 100%の施設の CNが実施しており、医療職の中で最も多かった。しかし、放射線治療終了後の CN
によるフォローアップを実施している施設は 79%にとどまっており、放射線治療終了後の放射線科医と
の協働の有無に影響を受けていることが明らかになった。CNは他職種や看護師と協働することで、皮
膚炎ケアの実践において CNの役割をより一層発揮していくことができると考えられる。

Background: Radiation dermatitis (RD) is likely to arise in the patient who underwent radiotherapy. This study aims 
to survey the frequency of radiation dermatitis, and to evaluate current nursing conducted by certified nurses in 
radiation therapy nursing (CN) tackling RD.
Methods: A self-administered questionnaire survey was carried out for 223 CNs. The questionnaire included personal 
attributes, the character of medical facilities (MF), the frequency of RD and qualities of the related care to a patient.
Results: The frequency of RD varied by irradiation site with 29% of MF reporting a frequency of Grade 2 or higher 
in the head and neck sites of 50% or more. Irradiated skin observation was conducted by CNs in 98% of MF before 
occurrence of RD and 100% at the time of occurrence of RD, which was the most common among the medical 
profession. However, only 79% of MF had follow-up by CNs after the completion of radiotherapy, which was 
influenced by whether or not CNs collaborated with radiologists after radiotherapy was completed.
Conclusions: This study suggested that CNs could play a more important role of CN in dermatitis care for patients 
suffering RD by collaborating with other professionals and nurses.
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I ．はじめに
放射線治療は手術、抗がん剤治療と並ぶがんの三
大治療法であり、今日のがん治療において重要な役
割を果たしている。放射線治療は、がんの治癒を目
指す根治的照射、再発・転移を予防する予防的照
射、がんによる痛みなどの症状の改善を図る緩和的
照射の三つに大きく分けられ、その適応は広く、放
射線治療を受ける患者数は年々増加している1)。
放射線治療に用いる治療機器の進歩はめざまし
く、定位放射線治療や強度変調放射線治療、画像誘
導放射線治療などに代表される高精度放射線治療が
可能になり、従来の放射線治療と比較し、有害事象
の頻度や重症度は低減している2)と考えられる。し
かし、放射線による正常細胞への損傷を完全になく
すことはできず、放射線治療に伴う有害事象は重篤
度の程度に差はあるが生じる。放射線皮膚炎（以下
「皮膚炎」という）は放射線治療による有害事象の
一つで、特に皮膚周辺に病巣がある疾患の場合は、
皮膚炎が発生しやすく、頭頸部がん患者の 94.3%3)、
乳がん患者の 95%が皮膚炎を経験している4)との
報告がある。
皮膚炎の予防や対症療法として、保湿剤の塗布や
照射部位の石鹸洗浄などのスキンケアや照射部位に
刺激を与えないことなどが推奨されている。しか
し、保湿剤の塗布を実施していても皮膚炎の重症度
や照射部位の発赤の程度には有意差がみられなかっ
た 4, 5)との報告もある。また、がん放射線療法看護
認定看護師（以下「CN」という）を対象とした調
査では、皮膚炎に対するケアは医師の指示で実施し
ているためエビデンスが不明であると回答した施設
が半数であった6)との報告もあり、皮膚炎に対する
スキンケアのエビデンスは不十分であり、ケアの実
施や患者への指導は医療者の経験に委ねられてい
る。
日本看護協会は、認定看護師制度の目的を「特定
の看護分野における熟練した看護技術および知識を
用いて、あらゆる場で看護を必要とする対象に、水
準の高い看護実践のできる認定看護師を社会に送り
出すことにより、看護ケアの広がりと質の向上を図
ること」としている。さらに、認定看護師は特定の
看護分野において、①個人、家族および集団に対し
て、高い臨床推論力と病態判断力に基づき、熟練し
た看護技術および知識を用いて水準の高い看護を実
践する（実践）、②看護実践を通して看護職に対し

指導を行う（指導）、③看護職などに対しコンサル
テーションを行う（相談）、の役割を果たすとされ
ている7)。CNは 2010年 6月より認定開始となり、
2019年 4月末時点で 274名が資格認定されている8)。
CNを対象に実施された調査によると、半数以上の
CNが【有害事象の予防と緩和のための実践】、【主
体的に治療を受けるための精神的支援】、【看護ス
タッフの継続教育を企画・実践】、【患者の安全・安
楽を提供するための環境整備】、【がん放射線療法看
護の実践を通して役割モデルを示し、看護スタッフ
に対する具体的指導や相談】、【他職種によるチーム
内の調整役としての役割を担うこと】、【治療方針に
ついて患者の意思決定を支援すること】、【患者から
の医療被ばくや放射線治療における相談業務】がで
きていた9)との報告があり、CNは臨床現場におい
て実践・指導・相談の役割を果たしていると考えら
れる。また、乳がん患者の皮膚炎に対するスキンケ
ア指導として、CNは認定資格をもたない看護師と
比較し照射部位の石鹸洗浄の指導をする割合が有意
に多かったと報告されている10)。一方で、CNが育
成される前に実施された調査では、皮膚炎に関する
患者指導・教育（皮膚炎の可能性、皮膚炎の症状と
経過、皮膚炎の予防法）は約 9割の医師が実施して
いるのに対し、看護師が実施している割合は約 5割
であった11)と報告している。このように、看護師が
直接関与することが少なかった皮膚炎の管理や低減
に向けた取り組みは、CNの育成によって変化して
いると予想されるが、CNの活動の実態報告はまだ
少ない。

II．目的
CNの在籍する施設における放射線治療に伴う皮
膚炎の発生頻度や、CNによる皮膚炎ケアの現状と
課題について明らかにすることを目的とした。

III．研究方法
1． 調査期間および調査対象者
調査は、2019年 6～7月に実施した。日本看護
協会の認定看護師分野別都道府県別登録者検索8)に
て、がん放射線療法看護分野に登録している 274名
のうち所属先の医療施設名を公開している 245名の
CNを調査対象として抽出した。医療施設に CNが
複数名在籍している場合は、同施設からの重複回答
を避けるために看護部長が選出した 1名を施設の代
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表者とし、合計 223施設を調査対象施設に選定した
（2019年 4月 24日時点）。

2． 調査手順
調査は、独自に作成した無記名の自記式質問紙法
で実施した。選定した医療施設の看護部長に、研究
目的などの趣旨について説明し協力を依頼する文書
と、質問用紙、調査結果報告に関する説明書と調査
結果報告の希望書、返信用封筒を郵送した。さら
に、各医療施設の看護部長に、郵送した依頼文書お
よび質問用紙を調査対象者の CNへ配布するように
依頼した。回収方法は、CNが回答後に返信用封筒
を投函することとした。質問紙の返信により研究協
力に同意を得たものとした。

3． 調査項目
1）CNの属性および所属施設に関する項目

CNの属性に関する項目として、勤務部署、CN
の経験年数について尋ねた。CNの経験年数は、資
格認定が開始され 10年が経過していることと、資
格認定を受けてから 5年ごとに更新を行うことを考
慮し、【5年未満】、【5年以上】の選択肢を提示した。
勤務部署は、【放射線治療室（以下「治療室」とい
う）】、【外来】、【病棟】、【その他（自由記述）】の選
択肢を提示した。また、所属施設に関する項目とし
て、2018年度放射線治療件数（以下「年間治療件
数」という）は、【100件未満】、【100～300件未満】、
【300～500件未満】、【500～1000件未満】、【1000件
以上】の選択肢を提示した。
2）照射部位別の皮膚炎発生頻度に関する項目
本研究では、グレード 2以上の皮膚炎に注目し

て発生頻度を調査した。「グレード 2以上の皮膚
炎」とは、皮膚炎の重症度評価に用いられる、有
害事象共通用語規準（Common Terminology Criteria 
for Adverse Events:以下「CTC AE」という）におけ
るグレード 2以上の皮膚炎の状態をさす。CTC AE 
v5.0日本語訳 JCOG（Japan Clinical Oncology Group）
版では、グレード 2の皮膚炎を【中等度から高度
の紅斑；まだらな湿性落屑、ただしほとんどが皺
や襞に限局している；中等度の浮腫】と定義して
いる12)。グレード 2以上の皮膚炎の発生頻度を、
【0%】、【5%未満】、【5～10%未満】、【10～30%未
満】、【30～50%未満】、【50%以上】、【放射線治療
を実施していない（以下「治療なし」という）】の

選択肢を提示し、照射部位別（頭頸部、乳房、肺・
気管・縦隔、婦人科（子宮・卵巣など）、肝・胆・膵、
胃・腸、皮膚・骨・軟部腫瘍、泌尿器）に尋ねた。
3）放射線治療開始から放射線治療終了後の皮膚炎
ケアに関する項目
放射線治療開始から皮膚炎発生前の期間（以下

「皮膚炎発生前」という）に CNが実施する患者指
導の内容として、【保湿剤の予防塗布】、【照射部位
の刺激回避】、【皮膚炎発生の事前説明】、【保湿剤の
継続塗布】、【その他（自由記述）】の選択肢を提示
し、各選択肢の指導の有無を尋ねた。さらに、照射
部位の皮膚の観察者を、【放射線科医】、【CN】、【放
射線治療部門の看護師（以下「治療室看護師」と
いう）】、【主治医】、【病棟看護師】、【外来看護師】、
【皮膚科／形成外科医師】、【皮膚・排泄ケア認定看
護師（以下「WOC」という）】、【診療放射線技師（以
下「放射線技師」という）】、【かかりつけ医】、【施
設看護師／訪問看護師】、【患者／家族】の選択肢を
提示し（複数回答可）、皮膚炎発生前・皮膚炎発生
時・放射線治療終了後（以下「治療終了後」とい
う）の 3時点で尋ねた。同様に、CNと協働する他
職種や看護師について、【放射線科医】、【治療室看
護師】、【主治医】、【病棟看護師】、【外来看護師】、
【皮膚科／形成外科医師】、【WOC】、【放射線技師】、
【かかりつけ医】、【施設看護師／訪問看護師】の選
択肢を提示し（複数回答可）、皮膚炎発生前・皮膚
炎発生時・治療終了後の 3時点で尋ねた。また、治
療終了後の CNによるフォローアップの有無およ
び、その時期について【1ヶ月以内】、【3ヶ月以内】、
【6ヶ月以内】、【6ヶ月以上】の選択肢を提示し尋ね
た。
4）CNによる皮膚炎ケアの活動の現状と課題に関
する項目
皮膚炎ケアの活動の現状として、CNが所属施設
で実施している取り組みや成果について自由記述で
尋ねた。また、皮膚炎ケアの活動で困難や課題と感
じていることについて、【皮膚炎に関する医療者の
認識の差】、【皮膚炎ケアのエビデンスがない】、【他
部門や他職種との連携が十分にできない】、【皮膚炎
ケアに有効な薬品がない】、【業務が多忙で患者（家
族）に十分な指導をする時間がない】、【外来放射線
治療のためセルフケアの実施が確認できない】、【患
者（家族）のセルフケア能力や病識が不足している】
の選択肢を提示し尋ねた（複数回答可）。
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4． 分析方法
各調査項目は単純集計を実施した。その後、頭頸
部および乳房放射線治療にともなうグレード 2以
上の皮膚炎の発生頻度および、皮膚炎発生前の CN
による患者指導が、CNの属性および所属施設の年
間治療件数によって差異がみられるかを、フィッ
シャーの正確確率検定（有意水準 5%）にて検討し
た。その際、グレード 2以上の皮膚炎の発生頻度
を、低度（以下「0～10%未満」という）、中度（以
下「10～50%未満」という）、高度（以下「50%以上」
という）となるように、【0%】、【5%未満】、【5～10%
未満】と回答した施設を「0～10%未満」、【10～30%
未満】、【30～50%未満】と回答した施設を「10～
50%未満」、【50%以上】と回答した施設を「50%
以上」の 3群に分類した。また、皮膚炎発生前の
CNによる患者指導は、施設によって実施状況が異
なった 2項目（保湿剤の継続塗布の指導の有無、保
湿剤の予防塗布の指導の有無）を分析した。CNの
属性および所属施設に関する項目は、CNの経験年
数、CNの勤務部署、所属施設の年間治療件数を変
数とした。CNの勤務部署は、【治療室】と回答し
た施設を「治療室」とし、勤務部署を【外来】、【病
棟】、【その他】と回答した施設をまとめ「治療室以
外」とした 2群に分類し、所属施設の年間治療件数
は、【100件未満】、【100～300件未満】、【300～500
件未満】と回答した施設をまとめ「500件未満」と
し、【500～1000件未満】、【1000件以上】と回答し
た施設をまとめ「500件以上」とした 2群に分類し
た。
さらに、治療終了後の他職種や看護師との協働に
影響する因子を明らかにするために、CNの勤務部
署、CNによる治療終了後の照射部位の皮膚の観察
の有無、CNによるフォローアップの有無、協働す
る他職種や看護師による治療終了後の照射部位の皮
膚の観察の有無との関連を多重ロジスティック回帰
分析した。統計分析には R ver. 3.3.3を用いた。

5． 倫理的配慮
本研究への参加は自由意思であること、質問紙は
無記名式で個人が特定されないこと、業務とは一切
関係がないこと、研究に参加しなくても不利益を被
ることがないこと、個人のプライバシーや匿名性に
十分に配慮すること、データは厳重に保管し研究終
了後にすべて処分すること、すべてのデータは本研

究以外の目的で使用しないことなどについて依頼文
書で説明した。また、質問紙の返信により、本研究
への協力に同意したと考えることを明記した。本研
究は、大分県立看護科学大学研究倫理・安全委員会
の承認を得て実施した（承認番号：19-13）。

IV．結果
1． CNの属性および所属施設に関する項目
調査用紙は 223部配布し、108部（回収率 48.4%）
の回収が得られた。CNの属性および所属施設に関
する項目が未記入だった 2部を除外し、106部（有
効回答率 98.1%）を分析した。CNの勤務部署で最
も多いのは【放射線治療室】55名（51.9%）であり、
【外来】は 22名（20.8%）、【病棟】は 16名（15.1%）、
【その他】は 14名（13.0%）であった。また、CN
の経験年数は【5年以上】が 59名（55.7%）、【5年
未満】が 47名（44.3%）であった。所属施設の年
間治療件数は【100件～300件未満】と回答した施
設が 33施設（31.2%）と最も多く、【300件～500
件未満】は 30施設（28.3%）、【500件～1000件未
満】は 26施設（24.5%）、【1000件以上】は 14施設
（13.2%）、【100件未満】は 3施設（2.8%）であった。

2． 照射部位別の皮膚炎発生頻度に関する項目
照射部位別のグレード 2以上の皮膚炎の発生頻度
を集計した結果を表 1に示す。表 1より、グレー
ド 2以上の皮膚炎の発生頻度は照射部位によって異
なっており、頭頸部および乳房ではグレード 2以上
の皮膚炎の発生頻度が他部位よりも高いことが明ら
かである。特に頭頸部ではグレード 2以上の皮膚炎
の発生頻度が 50%以上であると回答した施設が 31
施設（29.2%）に上った。
そこで、頭頸部および乳房放射線治療によるグ
レード 2以上の皮膚炎の発生頻度を、CNの経験年
数、CNの勤務部署、年間治療件数とクロス集計し、
各変数との関連をフィッシャーの正確確率検定にて
検討した結果を表 2に示す。表 2より、頭頸部およ
び乳房放射線治療によるグレード 2以上の皮膚炎の
発生頻度は、CNの経験年数、CNの勤務部署、年
間治療件数との関連性はみられなかった。

3． 放射線治療開始から治療終了後の皮膚炎ケアに
関する項目
皮膚炎発生前に CNが実施する患者指導の内容と
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して、【照射部位の刺激回避】は 106施設（100%）、
【皮膚炎発生の事前説明】は 104施設（98.2%）で
実施されていたが、【保湿剤の継続塗布】の指導を
実施しているは 70施設（66.0%）、【保湿剤の予防
塗布】を指導している施設は 59施設（55.7%）、と
施設によって指導の実施状況が異なった。そこで、
保湿剤の予防塗布の指導の有無と、保湿剤の継続塗
布の指導の有無を、CNの経験年数、CNの勤務部
署、年間治療件数とクロス集計し、各変数との関連
をフィッシャーの正確確率検定にて検討したが、関
連性はみられなかった。また、【その他】の自由記
述には、皮膚炎ケアの具体的な方法（照射部位の洗
浄方法、使用する洗浄剤・保湿剤の種類）の指導は
16件、照射部位の刺激回避の具体的な方法（下着・

衣服の選択、日焼け防止）の指導は 6件、皮膚炎の
発生や経過の情報提供は 2件などであった。
皮膚炎発生前・皮膚炎発生時・治療終了後の 3時
点で、照射部位の皮膚の観察者を尋ねた結果、皮膚
炎発生前の時点では、【CN】104施設（98.1%）、【放
射線科医】97施設（91.5%）であった。しかし、【治
療室看護師】83施設（78.3%）、【放射線技師】74
施設（69.8%）、【病棟看護師】64施設（60.4%）と
なり、放射線科医と CNと比較し照射部位の皮膚の
観察を実施している割合が低かった。その後、皮
膚炎発生時には、【CN】106施設（100%）、【放射線
科医】102施設（96.2%）、【治療室看護師】85施設
（80.2%）、【病棟看護師】81施設（76.4%）、【放射線
技師】78施設（73.6%）となり、皮膚炎発生前と比

表 1．照射部位別のグレード 2以上の皮膚炎の発生頻度
施設数（%）

照射部位 0% 5%未満 5～10%未満 10～30% 
未満

30～50% 
未満 50%以上 治療なし 無回答

頭頸部 7（6.6） 13（12.3） 12（11.3） 17（16.0） 9（8.5） 31（29.2） 11（10.4） 6（5.7）
乳房 11（10.4） 43（40.6） 17（16.0） 17（16.0） 7（6.6） 4（3.8） 1（0.9） 6（5.7）
肺・気管・縦隔 56（52.8） 26（24.5） 10（9.4） 3（2.8） 3（2.8） 1（0.9） 0（0） 7（6.6）
婦人科（子宮、卵巣等） 46（43.4） 21（19.8） 13（12.3） 2（1.9） 2（1.9） 1（0.9） 15（14.2） 6（5.7）
肝・胆・膵 80（75.5） 10（9.4） 2（1.9） 0（0） 0（0） 0（0） 8（7.5） 6（5.7）
胃・腸 78（73.6） 15（14.2） 3（2.8） 0（0） 1（0.9） 0（0） 3（2.8） 6（5.7）
皮膚・骨・軟部腫瘍 45（42.5） 19（17.9） 9（8.5） 4（3.8） 6（5.7） 2（1.9） 9（8.5） 12（11.3）
泌尿器 74（69.8） 19（17.9） 4（3.8） 1（0.9） 0（0） 0（0） 6（5.7） 2（1.9）

注 1）各照射部位ごとに n=106

表 2．頭頸部および乳房放射線治療によるグレード 2以上の皮膚炎発生頻度と CNの属性・所属施設との関連
施設数（%）

頭頸部

グレード 2以上の 
皮膚炎発生頻度 0～10%未満 10～50%未満 50%以上 p値

経験年数 5年未満 n=37 12（32.4） 11（29.8） 14（37.8） 0.82
5年以上 n=52 20（38.5） 15（28.8） 17（32.7）

勤務部署 治療室 n=50 16（32.0） 13（26.0） 21（42.0） 0.29
治療室以外 n=39 16（41.0） 13（33.8） 10（25.7）

年間治療件数 500件未満 n=54 24（44.4） 13（24.1） 17（31.5） 0.1
500件以上 n=35 8（22.9） 13（37.1） 14（40.0）

乳房

グレード 2以上の 
皮膚炎発生頻度 0～10%未満 10～50%未満 50%以上 p値

経験年数 5年未満 n=45 32（71.1） 12（26.7） 1（2.2） 0.74
5年以上 n=54 39（72.2） 12（22.2） 3（5.6）

勤務部署 治療室 n=51 36（70.6） 14（27.5） 1（1.9） 0.48
治療室以外 n=48 35（72.9） 10（20.8） 3（6.3）

年間治療件数 500件未満 n=63 47（74.6） 14（22.2） 2（3.2） 0.62
500件以上 n=36 24（66.7） 10（27.8） 2（5.5）

注 1）グレード 2以上の皮膚炎の発生頻度を「無回答」、「治療なし」と回答した施設は除外し集計した
注 2）p値はフィッシャーの正確確率検定にて算出した
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較し照射部位の皮膚の観察をする割合が高くなって
いた。また、CNの勤務部署別に【治療室看護師】、
【病棟看護師】、【外来看護師】の照射部位の皮膚の
観察状況をクロス集計した結果を表 3に示す。表 3
より、CNが病棟勤務している施設においては、皮
膚炎発生前の時点で病棟看護師が観察する割合が
15施設（93.8%）となっており、皮膚炎発生時には
病棟看護師が観察する割合が 16施設（100%）で
あった。
皮膚炎発生前・皮膚炎発生時・治療終了後の 3時
点で、CNと協働する他職種や看護師について尋ね
た結果を表 4に示す。表 4より、皮膚炎発生前、皮

膚炎発生時、治療終了後の 3時点すべてで、CNは
放射線科医と協働する割合が最も高かった。また、
治療終了後に CNと協働する他職種や看護師の割
合は、多くの職種および看護師で皮膚炎発生前と、
皮膚炎発生時と比較して低くなっていた。しかし、
【主治医】と【外来看護師】は治療終了後に CNと
協働する割合が、皮膚炎発生前および皮膚炎発生
時と比較すると増加していた。さらに、CNによる
フォローアップに関しては、フォローアップを実施
しているのは 84施設（79.2%）で、フォローアッ
プの実施していないのは 22施設（20.7%）であっ
た。フォローアップの時期は、【1ヶ月以内】が 59
施設（55.7%）と最も多く、【3ヶ月以内】は 14施
設（13.2%）、【6ヶ月以内】2施設（1.9%）、【6ヶ月
以上】3施設（2.8%）であった。
そこで、治療終了後の放射線科医との協働に影響
する因子を明らかにするために多重ロジスティック
回帰分析を実施した。目的変数を、治療終了後の放
射線科医との協働の有無とし、説明変数を CNの勤
務部署、CNによるフォローアップの有無、CNに
よる治療終了後の照射部位の皮膚の観察の有無、放
射線科医による治療終了後の照射部位の皮膚の観
察の有無とした。その結果、放射線科医による治
療終了後の照射部位の皮膚の観察の有無（オッズ
比=44.5；95%信頼区間 9.09–346）、CNによるフォ
ローアップの有無（オッズ比=15.5；95%信頼区間
2.94–122）との関連がみられた。しかし、CNの勤
務部署（オッズ比=1.99；95%信頼区間 0.54–7.74）、
CNによる治療終了後の照射部位の皮膚の観察
（オッズ比=0.84；95%信頼区間 0.19–3.49）との関
連はみられなかった。

4． CNによる皮膚炎ケアの活動の現状と課題に関
する項目

CNが所属施設で実施している取り組みや成果に
ついて、60名から自由記述の回答が得られた。合

表 3．回答した CNの勤務部署別にみた各部署の看護師による
照射部位の皮膚観察状況

施設数（%）

CN勤務部署：治療室 n=55

治療室看護師 病棟看護師 外来看護師

皮膚炎発生前 46（83.6） 33（60.0） —
皮膚炎発生時 45（81.8） 40（72.7） —
治療終了後 24（43.6） — 27（49.1）

CN勤務部署：病棟 n=16

治療室看護師 病棟看護師 外来看護師

皮膚炎発生前 8（50.0） 15（93.8） —
皮膚炎発生時 9（56.3） 16（100） —
治療終了後 8（50.0） — 8（50.0）

CN勤務部署：外来 n=22

治療室看護師 病棟看護師 外来看護師

皮膚炎発生前 18（81.8） 9（40.9） —
皮膚炎発生時 20（90.9） 16（72.7） —
治療終了後 9（40.9） — 11（50.0）

CN勤務部署：その他 n=13

治療室看護師 病棟看護師 外来看護師

皮膚炎発生前 11（84.6） 7（53.8） —
皮膚炎発生時 11（84.6） 9（69.2） —
治療終了後 5（38.5） — 4（30.8）

注 1）表中の「—」は設問中の選択肢になかったことを表す

表 4．回答した CNが把握する皮膚炎発生前・皮膚炎発生時・治療終了後に協働する他職種や看護師
施設数（%）

放射線科医 治療室 
看護師 主治医 病棟看護師 外来看護師 皮膚科／ 

形成外科医 WOC 放射線技師 かかり 
つけ医

施設看護師／
訪問看護師

皮膚炎発生前 096（90.6） 86（81.1） 23（21.7） 73（68.9） 22（20.8） 3（2.8） 34（32.1） 78（73.6） — —
皮膚炎発生時 103（97.2） 87（82.1） 37（34.9） 84（79.2） 34（32.1） 21（19.8） 60（56.6） 73（68.9） — —
治療終了後 82（77.4） 52（49.1） 46（43.4） 64（60.4） 49（46.2） 13（12.3） 51（48.1） 6（5.7） 9（8.5） 27（25.5）

注 1）表中の「—」は設問中の選択肢になかったことを表す
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計 111件の自由記述を熟読し、意味の内容ごとに要
約、コード化して類似性に従って、大カテゴリー
2項目（以下〈　〉で示す）、中カテゴリー 8項目（以
下「　」で示す）、小カテゴリー 11項目（以下［　］
で示す）に分類した。その結果を表 5に示す。〈取
り組み〉では、皮膚炎の状況に合わせた薬剤・被覆
材の使用の提案や、皮膚炎のセルフケアの指導、皮
膚炎ケアの実践など「患者・家族への介入」が最も
多かった。また、「医療スタッフへの教育」、「医療
スタッフとの情報共有」、「院内のケア統一」なども

実施していた。また、〈成果〉では、適切な介入で
皮膚障害が改善した、皮膚障害の悪化が予防できて
いるなど「皮膚炎への効果」が最も多く、［医療ス
タッフの知識やケア能力の向上］、［他職種との連携
の促進］、［患者・家族の知識やケア能力の向上］な
どが明らかになった。皮膚炎ケアの活動で困難や課
題と感じていることについては、【皮膚炎に関する
医療者の認識の差】76名（71.7%）、【皮膚炎ケアの
エビデンスがない】69名（65.1%）、【他部門や他職
種との連携が十分にできない】39名（36.8%）、【皮

表 5．CNによる皮膚炎ケアに関連する取り組みと成果
n=111

大カテゴリー 中カテゴリー 小カテゴリー コード

取り組み

患者・家族への介入
患者・家族への皮膚炎ケア（23）

皮膚炎の状況に合わせた薬剤・被覆材の使用の提案（11）
皮膚炎のセルフケアの指導（6）
皮膚炎ケアの実践（4）
栄養補助食品等の紹介（2）

セルフケアの振り返り（3） セルフケアチェック表の記入（2）
患者の日常生活を一緒に振り返る

医療スタッフへの 
教育 皮膚炎ケアの教育（13）

病棟看護師への皮膚炎ケアの指導（9）
皮膚炎ケアの研修会を実施（3）
グレード評価の勉強会を定期的に行っている

医療スタッフとの 
情報共有

皮膚炎ケアの情報共有・ 
連携（12）

放射線治療患者に関わる医療スタッフとの情報共有（11）
セルフケアができない施設入所中の高齢者のことを考慮し、
皮膚線量を可能な限り下げるように医師と医学物理士へ依頼
した

院内のケアの統一

皮膚炎ケアの統一（10） 皮膚炎ケアの内容を統一した（8）
記録の統一（2）

放射線治療患者への 
対応統一（4）

創傷被覆材をつけたまま治療を行う
自壊した患者に 1ヶ月ごとの皮膚の観察を実施
初回の診察後に必ず面談を行う
終了時にグレード 2以上の患者は看護外来でフォローする

皮膚炎ケアの効果の 
検証 皮膚炎ケアの効果の検証（3） 皮膚炎ケアに関連する研究（3）

成果

皮膚炎への効果 皮膚炎の重症度・発生頻度の 
低下（18）

適切な介入で皮膚炎が改善した（9）
皮膚炎の悪化が予防できている（8）
乳がん術後の経過を追い、保湿ケアによる皮膚状態の差がな
いことがわかった

医療スタッフへの 
成果

医療スタッフの知識や 
ケア能力の向上（10）

医療スタッフが皮膚炎ケアを実施できるようになった（9）
重症度評価のばらつきが軽減できた

他職種との連携の促進（6）

看護職者が皮膚炎ケアに関して他職種に相談できるように
なった（4）
皮膚炎ケアについて医師から一任されるようになった
皮膚炎ケアの詳細を記載した書類を渡す事によって、治療終
了後の患者に転院先でもケアが継続できた

患者・家族への成果 患者・家族の知識や 
ケア能力の向上（9）

皮膚炎ケアが実施できた（4）
患者からの皮膚炎ケアに関する相談が増えた
日常生活で注意点が理解できた
皮膚炎悪化時に受診できた
患者自身の症状の自覚につながった
ボディイメージの受容過程に入ることができた

注 1）表中の括弧内の数値は記述数を表す
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膚炎ケアに有効な薬品がない】28名（26.4%）、【業
務が多忙で患者（家族）に十分な指導をする時間が
ない】24名（22.6%）、【外来放射線治療のためセル
フケアの実施が確認できない】19名（17.9%）、【患
者（家族）のセルフケア能力や病識が不足している】
15名（14.2%）であった。

V．考察
1． CNの在籍する医療機関におけるグレード 2以

上の皮膚炎の発生状況について
頭頸部および乳房放射線治療では、その他の部位
と比較してグレード 2以上の皮膚炎の発生頻度が高
かった。日本国内の報告によると、グレード 2以上
の皮膚炎の発生頻度は、頭頸部放射線治療の場合は
50%を上回っており 13, 14)、乳房放射線治療の場合
は、照射条件によって異なるがいずれも 20%以下
であった 15–17)。さらに、乳がん放射線治療による皮
膚炎の発生には、患者の乳房サイズによって有意差
がみられたことや18)、BMIの上昇が湿性落屑発生の
リスクになる19)との報告がある。以上の報告より、
皮膚炎は照射部位や照射条件さらに BMIなどの患
者個人の要因が関連して発生していることから、皮
膚炎ケアは患者個人に合わせて実施する必要がある
と考えられる。また、従来の放射線治療より有害事
象の発生が少ないとされている高精度放射線治療が
普及し始めており、皮膚炎の重症度や発生頻度が低
減していくことが期待される。しかし、本研究でも
明らかになったように、頭頸部や乳房放射線治療の
ように皮膚炎の発生頻度が高い照射部位もあること
から、皮膚炎発生の動向を注視していく必要がある
と考えられる。

2． CNによる皮膚炎ケアと施設間の差異について
CNが育成される前に実施された調査では、皮膚
炎に関する患者指導・教育（皮膚炎の可能性、皮膚
炎の症状と経過、皮膚炎の予防法）は、約 9割の医
師が実施しているのに対し、看護師が実施している
割合は約 5割であった11)と報告している。CNが育
成された 2010年以降には、CNの 80%が症状の出
現前に有害事象のケアの説明を実施する10)と報告さ
れている。本研究でも同様に、CNは皮膚炎発生前
から患者に対して皮膚炎に関する指導を実施してい
た。しかし、治療終了後の CNによるフォローアッ
プを実施している施設は 84施設（79.2%）にとど

まっており、治療終了後の放射線科医との協働の有
無に影響を受けていた。これらの結果から、放射線
治療に関する専門的知識をもった CNが育成された
ことによって、放射線治療患者への皮膚炎ケアが治
療開始から治療終了後まで継続的に実施されるよう
なっており、特に治療終了後の患者への皮膚炎ケア
は放射線科医と協働することによってより促進され
る可能性が考えられる。
一方、保湿剤の予防塗布の指導と継続塗布の指導
は施設によって実施状況が異なった。保湿剤予防塗
布の指導、継続塗布の指導のどちらも、CNの勤務
部署、CNの経験年数、年間治療件数との関連性は
みられなかった。保湿剤の効果を検証した報告は多
くあるが 4, 5, 14, 20)、皮膚炎の重症度や発生頻度の低
減に対する保湿剤の効果に関しては、様々な見解が
あり、エビデンスが不十分であると考えられる。ま
た、CNを対象に実施された調査では、ガイドライ
ンを策定して皮膚炎ケアを行っている施設は 1施設
（10%）のみで、使用されている薬品などについて
もエビデンスが乏しいことが明らかになった6)と報
告されている。本研究より、CNの半数以上が【皮
膚炎ケアのエビデンスがない】、【皮膚炎に関する医
療者の認識の差】と回答し、日々の皮膚炎ケアにつ
いて困難を感じていることが明らかになった。以上
の結果より、皮膚炎ケアに関するエビデンスが確立
していないことが、皮膚炎ケアの実施や保湿剤塗布
に関する指導の施設間の差異に影響を与えたと考え
られる。しかし、乳がん放射線治療患者に対して術
後早期の予防的ケア（照射部位の洗浄、および保湿
剤塗布）を開始した患者群と、放射線科受診時から
予防的ケアを開始した患者群の両者の皮膚炎発生状
況には有意差はなかったが、術後早期にスキンケア
を開始した患者群ではボディイメージの受容に影響
を及ぼした可能性がある21)との報告もある。以上の
ことから、放射線治療に関する専門的な知識と看護
の視点を持った CNが中心となって、放射線治療を
受ける患者の身体的・心理的な状況を把握し、患者
にとって最善の個別性の高い皮膚炎ケアを提供して
いく必要があると考える。

3． 照射部位の皮膚の観察の実施状況と職種間の差
異について

CN育成前に実施された調査は、医師：86.5%、
看護師：90.2%、放射線技師：87.1%が放射線治療
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の初期から皮膚の観察を実施している11)との報告が
ある。本研究でも同様に、皮膚炎発生前の時点で放
射線科医：97施設（91.5%）、CN: 104施設（98.1%）
が皮膚の観察をしているとの結果が得られた。皮膚
炎発生時には、多くの職種が高い割合で皮膚の観察
をしていたが、治療終了後には CNも含め多くの職
種で皮膚の観察をする割合が減少していたことか
ら、治療終了後の患者を継続して観察していくこと
が困難である可能性が示唆された。
一方、CNが病棟に勤務している施設では病棟看
護師が皮膚の観察をする割合が高くなっていた。こ
れは、病棟勤務の CNが病棟での看護実践を通して
病棟看護師に対して皮膚炎ケアの指導を行い、病棟
看護師の意識が向上し、皮膚炎の観察をできるよ
うになった結果ではないかと考えられる。これは、
【看護実践を通して看護職に対し指導を行う】とい
う認定看護師の役割を果たしていると示唆された。
今回の調査では、勤務部署による CNの皮膚炎ケア
の実施状況が異なることは明らかになったが、外来
や病棟などの勤務部署の違いによる CNへの役割期
待の詳細については今後明らかにする必要があると
考えられる。

4． 他職種や看護師との協働について
CNは様々な職種や看護師と協働しており、特に
放射線科医、治療室看護師、放射線技師と協働する
割合が高かった。これは、放射線治療室に勤務して
いることや、放射線治療や有害事象に関する専門的
な知識を持っていること、放射線治療中の患者と接
する機会が多いことなどが影響していると考えられ
る。
また、治療終了後には CNと協働する割合が多く
の職種の場合、皮膚炎発生前と、皮膚炎発生時と比
較して低くなっているが、主治医と外来看護師は協
働する割合がわずかに増加していた。外来看護師が
治療終了後の患者の皮膚の観察をすることは容易で
はないと想像できるが、皮膚炎が患者の QOLに影
響を与える可能性がある22)との報告もあるように、
外来看護師による治療終了後の患者の皮膚の観察が
必要であると考えられる。しかし、「皮膚炎に関す
る医療者の認識の差がある」と 76名（71.7%）が
回答しており、医療者の中には皮膚炎などの一時的
な有害事象については意識していない可能性も考え
られる。以上の点より、様々な部署で勤務する医師

や看護師と協働する CNは、皮膚炎ケアの実践を通
して、医療者の皮膚炎に対する意識の変化や、知識
の向上に貢献することが可能であると考えられる。

5． CNによる皮膚炎ケアに関する取り組みの成果
と課題
本研究より、多くの CNが皮膚炎ケアに関する
様々な取り組みを実施していることが明らかになっ
た。認定看護師は特定の看護分野において、実践・
指導・相談の役割を果たす7)とされており、本研究
の［患者・家族への皮膚炎ケア］は実践、［皮膚炎
ケアの教育］は指導、［皮膚炎ケアの情報共有・連
携］は相談に相当すると考えられ、CNは皮膚炎ケ
アに関する取り組みにおいて認定看護師としての役
割を果たしていると考えられる。また、少数の取り
組みではあるが、研究など［皮膚炎ケアの効果の検
証］にも取り組んでおり、皮膚炎ケアのエビデンス
の確立や、CNの活動を周知していく上で重要な取
り組みを実施していることが明らかになった。さら
に、CNによる皮膚炎ケアの成果として、［皮膚炎
の重症度・発生頻度の低下］、［医療スタッフの知識
やケア能力の向上］、［他職種との連携の促進］、［患
者・家族の知識やケア能力の向上］が得られている
ことが明らかになった。今後、CNが実践を通して
得られた様々な知見を、他職種や看護師と共有・活
用していくことが期待される。
しかし、［医療スタッフの知識やケア能力の向
上］、［他職種との連携の促進］が成果としてある
一方で、困難や課題として【皮膚炎に関する医療者
の認識の差】や【他部門や他職種との連携が十分に
できない】との回答も多くあったことから、医療者
の認識の差や他職種との連携の不十分さが、皮膚炎
ケアの実施の妨げになる可能性も考えられる。ま
た、CNは他分野の認定看護師に比べ活動時間が確
保できていない9)との報告もあり、CNが皮膚炎ケ
ア取り組む時間が十分に確保できていない可能性も
考えられる。以上より、CNは他職種や看護師と協
働することで、皮膚炎ケアの実践において CNとし
ての役割をより一層発揮していくことができると考
える。

VI．本研究の限界
本研究は対象医療施設の CN 1名を対象として調

査を実施した。対象医療施設に CNが複数名在籍し
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ている施設もあり、回答者によって意見が異なる可
能性も考えられる。グレード 2以上の皮膚炎の発生
頻度については、皮膚炎の観察時期や照射条件など
の詳細な条件を統一できていないこと、医師や放射
線技師などの他職種の意見が反映されたデータと
なっているのかわからないこと、評価者によって重
症度の評価が異なる可能性もあるため、今回の調査
結果が医療施設の皮膚炎の発生頻度を正確に表すこ
とができていない可能性も考えられる。また、皮膚
炎発生前から治療終了後の照射部位の皮膚の観察者
および、CNと協働する他職種や看護師の項目につ
いても、提示した選択肢が統一できていなかったこ
と、回答者の CNが把握できている一部の可能性も
あることから、皮膚炎発生前から治療終了後に皮膚
炎ケアに関わっている職種や看護師を正確に表す
ことができていない可能性も考えられる。さらに、
CNの属性（専任、専従など）を確認する項目が不
足しており、CNの皮膚炎ケアに関する取り組みと
CNの属性との関連を十分に把握できていないこと
が限界であると考える。

VII．結語
本研究から、CNの皮膚炎ケアは、勤務部署や施
設によって実施状況が異なることが明らかになっ
た。その理由として、皮膚炎ケアの統一したガイド
ラインがないことや、医療者の皮膚炎に対する認識
の違いなどが影響していると考えられる。本研究で
は、皮膚炎の発生頻度と、CNの属性および所属施
設との関連は認められなかった。しかし、CNの育
成によって、臨床現場における皮膚炎ケアが治療開
始から治療終了後まで継続的に実施されるように
なった可能性が示唆された。

CNは他職種や看護師と協働することで、皮膚炎
ケアの実践において CNの役割をより一層発揮して
いくことができると考えられる。また、CNが皮膚
炎ケアの実践を通して得られた知見を他職種や看護
師と共有し、皮膚炎ケアのエビデンスを確立してい
く必要があると考える。
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